
- 1 -

歴史的公文書等の保存・管理に関する取扱方針
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本市では、公文書の管理に関する法律（平成２３年４月１日施行）の趣旨を踏まえ、

市民共有の知的資源である歴史的公文書等について、さらに適切な保存、管理に努めて

いくこととしている。

このような中、下記の実態調査等において、戦前の貴重な文書など歴史的公文書を含む

永年保存文書等が多数の書庫等で分散管理され、また、一部では文書が適切に保存されてい

ないものがあるなど、取り組むべき課題が明らかとなったことから、このような現状の課

題を解決するため、外部の専門家等で構成する公文書管理検討委員会において検討を行

い、「歴史的公文書等の保存・管理に関する取扱方針」を定めるものである。

(1) 「公文書の管理に関する法律」の施行

公文書の管理に関する法律（以下「公文書管理法」という。）が、平成２１年６月２４

日に制定され、平成２３年４月１日から施行された。

※ 法律のポイント（本市に関連する部分）

ア 現用文書・非現用文書(※)を通じた統一的な公文書管理のルールの確立

イ 歴史公文書等を適正に保存し、その利用促進を図るための仕組みの確立

≪公文書管理法第３４条≫

地方公共団体は、この法律の趣旨にのっとり、その保有する文書の適正な管理に関して

必要な施策を策定し、及びこれを実施するよう努めなければならない。

(2) 本市における公文書保存の現状

公文書管理法の趣旨を踏まえ、本市の公文書管理の実態を把握するため、平成２３年度

に、書庫等に保存されている公文書の調査を全庁的（公営企業を除く。）に実施した。

調査結果の概要

ア 書庫等の数 ： ２１０か所

イ 調査対象文書 ：「永年保存文書」及び「１０年保存文書」

種類 文書量

永年保存文書

約１１４，０００件

う
ち
戦
前

明治時代作成の文書 約７０件

大正時代作成の文書 約１００件

昭和２０年以前作成の文書 約３５０件

１０年保存文書 約２７，５００件

１ 目的等

(※)現用文書：現に業務で使用されている文書又は業務参考等で使用される可能性がある文書

非現用文書：保存期間が満了した文書
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≪基本コンセプト図≫

歴史的公文書等の適切な保存・管理を図るため、「保存期間の見直し」「集中管理の実

施」「歴史的公文書の選別、保存及び利活用」の課題に取り組む。

２ 検討に当たっての基本的な考え方

歴史的公文書等の適切な保存・管理を図る

保存期間の見直し

歴史的公文書の

選別機会を確保する

集中管理の実施

歴史的公文書の

散逸防止を図る

歴史的公文書の

選別基準

を策定する

歴史的公文書の

選別方法・体制

を策定する

歴史的公文書の

保存方法

を策定する

歴史的公文書の

活用策

を策定する

円滑な運用を図るための方策

主目的
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(1) 現行の公文書の保存期間

文書取扱規程等により、本市の公文書の保存期間は、次のとおりとなっている。

(1) 永年保存       (4) ３年保存

(2) １０年保存      (5) １年保存

(3) ５年保存

※ 公文書管理法においては「永年保存」ではなく「有期間の保存」を前提した公文書

のライフサイクルを想定している。

歴史的公文書等の適切な保存・管理のために、まず、公文書の「永年保存」について

見直しを行う。

(2) 本市の永年保存文書の現状（平成２３年度本市調査結果）

ア 書庫等の数 ： １６４か所

イ 文書量

種類 文書量

永年保存

文書

約１１４，０００件

内
訳

３０年以上経過していると思われる文書 約２０，０００件

３０年経過していないと思われる文書 約９４，０００件

毎年新たに作成される永年保存文書 約１，７００件

本市の保有する永年保存文書は、長期間が経過した後も、歴史的価値の有無など保

存の要否が検討されないまま各書庫等で保存が継続されており、このままでは、永年

保存文書の量は今後も増加し続けていくことになる。

歴史的公文書や、今後歴史的公文書となっていく文書のほとんどが、この永年保

存文書の中に含まれていると考えられるが、現状としては、歴史的公文書として選

別する機会が設けられていない状況である。

３ 保存期間の見直し
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(3) 他都市の長期保存の状況

近年の永年保存から有期保存への変更状況

永年⇒５０年 永年⇒３０年 永年⇒２０年

政令市(１１市) ０ １０ １

中核市(７市) １ ６ ０

近年、国に合わせて多くの自治体が永年保存から有期の保存期間に変更している傾向

が見られる。

(4) 保存期間の見直し

国の基準に合わせて、永年保存の区分を廃止し、新たに３０年保存の区分を設ける。

ア 保存期間の見直しにより、３０年を経過する公文書は、歴史的価値のある文書や業務

上保存期間を延長する必要がある文書を除き、原則として廃棄する。

既に３０年以上経過している公文書は、一定期間をかけて歴史的公文書の選別や文書

の廃棄を実施する。

イ アの保存期間の延長が必要な場合に関しては、関係規程の中で別途定める。

３０年の保存期間が経過した後に、対象となる文書について保存の要否を再検討する

こととなるため、その際に、歴史的公文書の選別機会を確保するものである。

今回の見直しにより、永年保存の区分は廃止されるが、歴史的公文書として選別され

たものは、永久に保存するものとする。

また、保存すべき文書が適切に整理されることにより、書庫の有効活用を促進する。
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(1) 公文書の集中管理とは

文書主管課の長が、その管理する書庫において、各課から引継ぎを受けた文書につ

いて、保存・管理を行うことである。

公文書の集中管理により歴史的公文書を含む公文書の散逸防止が期待できる。

(2) 公文書の集中管理に関する本市の現状

書庫等に保存されている公文書の量  

区分 ① 書庫の文書量 ② 毎年度平均作成量 ③ ①に必要な面積

３年保存文書 約３，６４０箱 約１，８００箱 約２８０㎡

５年保存文書 約１０，０００箱 約２，５００箱 約７７０㎡

１０年保存文書 約３，７００箱 約３５０箱 約２９０㎡

永年保存文書 約１１，４００箱 約１７０箱 約８８０㎡

合   計 約２８，７４０箱 約４，８２０箱 約２，２２０㎡

  ※ ③の面積は、本市の書庫の状況を参考に１㎡当たり１３箱を収納可能として計算

している。

現状は、文書主管課が管理している書庫に、上記の公文書の一部が管理されており、

集中管理は行われていない。

(3) 公文書管理法における集中管理の考え方

≪公文書管理法第６条第２項≫

行政機関の長は、行政文書ファイル等の集中管理の推進に努めなければならない。

地方公共団体においても、公文書管理法第３４条の規定に基づき、公文書の集中管理

の推進について努力義務がある。

４ 集中管理の実施
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(4) 他都市における公文書の集中管理の実施状況

している していない

政令市（２０市） １３ ７

中核市（４０市） ２３ １７

政令市・中核市のうち、６割の自治体が公文書の集中管理を実施している。

(5) 公文書の集中管理の実施

３０年保存文書については、原則として集中管理を実施する。

１０年保存以下の文書については、所管課の書庫等において適切に保存する。

※ 歴史的公文書の散逸防止を主たる目的とする趣旨から、歴史的公文書が含まれる可

能性の高い「３０年保存文書」を対象に、公文書の集中管理を実施するものである。

ア 既に３０年を経過している公文書については、その後の保存の要否について検討を

行い、歴史的公文書は専用書庫に、保存期間を延長する公文書は集中管理書庫に移管

する。

※ 歴史的公文書専用書庫及び集中管理書庫は、ともに文書主管課が管理する。

イ 現在、保存期間が満了していない３０年保存文書については、特別な理由があるも

のを除き、全て集中管理書庫に移管する。

ウ 今後、作成又は取得する３０年保存文書については、作成又は取得した年度の翌年

度まで各課で保管した後、特別な理由があるものを除き、集中管理書庫に移管する。

エ １０年保存以下の公文書については、保存期間満了により廃棄する前に歴史的価値

があると考えられる公文書の有無について、所管課と文書主管課による二段階の検討

を行い、該当する公文書があった場合は、３０年保存文書に変更し、集中管理書庫に

移管する。

オ 今後、集中管理書庫で３０年の保存期間が経過した公文書のうち、業務上保存期間

を延長する必要があるものについては、引き続き集中管理書庫で必要期間保存する。

１０年保存以下の公文書についても同様とするが、保存場所は所管課の書庫等とする。

カ 集中管理書庫として、既存の庁舎内に適切な場所を確保する。
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(1) 選別方法

所管課による一次選別を行い、その後、文書主管課による二次選別を行うことで、歴

史的公文書を選別し、その選別結果を公文書管理委員会において確認する。

ア まず、対象文書の内容等を把握している所管課（文書を作成・取得した課）が一次

的に選別する。

イ 次に、所管課の選別結果に対し、選別の統一的な運用を図るため、一次選別の対象

となった全ての文書について文書主管課による選別・調整を行う。

ウ 二次選別を行った後、その選別結果を一覧にまとめ、公文書管理委員会において選

別結果の確認を行う。

≪選別のフロー図≫

※ 公文書管理委員会は、公文書管理検討委員会を改組したもの。

(2) 選別体制

ア 一次選別

一次選別は、所管課の担当者が中心となって選別を実施し、所管課の所属長が決定

する。

イ 二次選別

二次選別は、一次選別の結果を踏まえ、所管課の意見を聴きながら選別状況につい

て全体の調整を図り、文書主管課長が決定する。

※ 所管課の担当者に対しては、選別に当たっての留意点を説明会等で周知する。

５ 歴史的公文書の選別

集中
管理

期間
満了

一次選別

３０年

保存文書

二次選別

専

用

書

庫

歴史的
公文書

文書

主管課所管課

公

文

書

管

理

委

員

会

廃棄

保存期間の延長※

確認
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(3) 歴史的公文書の選別基準

≪基本的な考え方≫

ア 歴史的公文書は３０年保存文書の中に含まれることを前提として、３０年保存の区

分に該当する公文書の中から選別するための基準とする。

イ 歴史的公文書の選別基準の運用に当たっては、市政を跡付けるという歴史的価値の

観点のほか、市民にとって重要な文書であるという視点を念頭に置く。

ウ 文書の重要性等は、市政への影響、市民の関心、事業等の規模、先進性、独自性等

を考慮して判断する。

エ 選別を実施するに当たっては、添付資料を含む一連の対象文書の中で、真に保存す

べきもののみを抽出して選別・保存する。

歴史的公文書の選別区分 細目区分

１

条例、規則、訓令及び重

要な告示の制定改廃に関

する文書

(1) 条例及び規則の制定改廃に関する決裁文書

(2) 市政に大きな影響のある訓令の制定改廃（組織機構の

整備や引用法令の改正など政策的判断を要しないものを

除く。）に関する決裁文書

(3) 重要な告示の制定改廃に関する決裁文書

２

要綱、要領、基準等の制

定改廃に関する文書で重

要なもの

市政や市民生活に大きな影響のある要綱、要領、基準等

の制定改廃（組織機構の整備や引用法令の改正など政策的

判断を要しないものを除く。）に関する決裁文書

３

廃置分合、行政区域、町

名町界等の市の沿革に関

する文書で重要なもの

(1) 市町村合併、中核市移行等に係る計画、協議等に関す

る文書

(2) 市の区域の変更等に係る計画、調査、協議、決定等に

関する文書

(3) 住居表示、町名町界等に係る計画、調査、協議、決定

等に関する文書

(4) 市の歴史、沿革を記録した文書で重要なもの

４

総合計画、基本計画及び

実施計画の計画書及びそ

の立案等に関する文書

(1) 総合計画等に係る計画、協議、決定に関する文書

(2) 市民からの計画案に対する意見等を記録した文書

５

市の重要な施策、事業等

の企画、変更、廃止及び

実施に関する文書

(1) 市政や市民生活に大きな影響のある施策、事業等の企

画、変更、廃止及び実施に係る要望、計画、協議、評

価、決定等に関する文書

(2) 市民からの計画案に対する意見等を記録した文書

６

公の施設の設置、管理運

営等に関する文書で重要

なもの

(1) 公の施設の新設改廃に係る要望、計画、協議、決定等

に関する文書

(2) 公の施設の管理運営に係る評価、報告等に関する文書

歴史的公文書の選別を円滑に行うため、国や他都市を参考に、次のような歴史的

公文書の選別基準を設ける。
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７
重要な契約、協定等に関

する文書

(1) 議会の議決を必要とする契約の締結、変更等に関する

文書

(2) 上記(1)以外で、市政や市民生活に大きな影響のある

契約の締結、変更等に関する文書

(3) 市政や市民生活に大きな影響のある協定等の締結、変

更等に関する文書

８
国際交流及び国内交流に

関する文書で重要なもの

(1) 他都市等との交流等に係る協定の締結書及び締結に至

る経過等に関する文書

(2) 他都市等との交流行事等に係る計画、協議、決定、報

告等に関する文書

９
行政委員会の議事等に関

する文書で重要なもの

(1) 行政委員会の構成、選任、変更等に関する文書

(2) 行政委員会への提出議案、報告等に関する文書

(3) 行政委員会における重要な会議の会議録

10
組織機構の見直し等に関

する文書で重要なもの

(1) 組織機構の見直しに関する文書

(2) 組織図

11
市議会に提出する議案、

報告等に関する文書

(1) 議案等の決裁文書

(2) 市議会に提出した報告等に関する文書で重要なもの

12
市議会の議事等に関する

文書で重要なもの

(1) 市議会（常任委員会を含む。）の構成、選任、変更等

に関する文書

(2) 本会議の議事録、委員会の概要記録等の文書

(3) 請願、陳情、意見書、決議等に関する文書

(4) 議決書

13
審議会、懇談会等に関す

る文書で重要なもの

(1) 審議会等の新設、構成、選任、変更等に関する文書

(2) 審議会等の会議資料及び会議録

(3) 諮問書、答申書等に関する文書

14
許認可等行政処分に関す

る文書で重要なもの

(1) 市政や市民生活に大きな影響のある処分基準等の制定

改廃に係る協議、決定等に関する文書

(2) 市政や市民生活に大きな影響のある処分に係る協議、

決定等に関する文書

15
不服申立て、訴訟等に関

する文書で重要なもの

(1) 市政や市民生活に大きな影響のある不服申立てに係る

協議、決定等に関する文書

(2) 市政や市民生活に大きな影響のある訴訟に係る協議、

決定等に関する文書

(3) 市政や市民生活に大きな影響のある重要な調停、和

解、損害賠償等に係る協議、決定等に関する文書

16

職員の服務、給与、任

免、賞罰等に関する文書

で重要なもの

(1) 職員の服務、給与等の制度の変更に関する文書

(2) 職員の任免、異動、賞罰等に関する文書

17
引継ぎに関する文書で重

要なもの

主要な特別職（市長、副市長、会計管理者、教育長及び

企業管理者）の事務引継書

18
叙勲、褒章、表彰等に関

する文書で重要なもの

(1) 表彰等の創設、改廃、選考、決定等に関する文書

(2) 国、県等による叙勲、褒章、表彰等の推薦、内申、決

定等に関する文書
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19

公有財産の取得、管理、

処分等に関する文書で重

要なもの

(1) 公有財産の取得、処分等に関する文書

(2) 公有財産の管理に係る評価、報告書等及び公共用地境

界確定調書

20

予算、決算、監査、出納

等に関する文書で重要な

もの

(1) 予算書、予算に関する説明書等

(2) 決算書、決算に関する説明書等

(3) 市債の発行、償還及び大規模又は特殊な補助金に関す

る文書

(4) 監査報告書

(5) その他市の財政、出納等に関する重要な文書

21
陳情、請願、要望等に関

する文書で重要なもの

(1) 市政や市民生活に大きな影響のある陳情、請願、要望

等及びそれらの対応に関する文書

(2) 国の施策、制度、予算等に対する市の要望に関する文

書

22
重要な行事及び重大な事

件、災害等に関する文書

(1) 市政や市民生活に大きな影響のある行事に係る計画、

協議、記録等に関する文書

(2) 市政や市民生活に大きな影響のある災害、事件等に係

る対応、記録等に関する文書

23
重要な統計、調査、研究

等に関する文書

(1) 人口その他市の変遷を知る上で重要な統計に関する文

書

(2) その時代の世相、世論等が顕著に表れている調査に関

する文書

(3) 重要な研究内容等に関する文書

24
その他歴史的価値がある

文書

(1) 市が発行する刊行物（他の区分に属するものを除く。

）で重要なもの

(2) 映像、写真等その時代の習俗等が分かる文書

(3) 文化財の指定、調査、管理等に関する文書で重要なも

の

(4) 市が出資する団体の設立、廃止等に係る計画、協議、

決定等に関する文書

(5) その他歴史的価値がある文書

※ 昭和２７年度までに作成、取得された文書は、サンフランシスコ講和条約公布までに

作成、取得された文書であり、歴史資料として重要である可能性が極めて高いため、全

て歴史的公文書とする。

※ 意思決定過程が記録されている主要な部分も歴史的公文書として保存の対象とする。

※ 保存すべき文書は、原本（所管課が作成、取得した文書）のみとする。

※ 映像、写真等は、原則として保存の対象とする。

注：上記の選別基準に準じて、市長事務部局、行政委員会、公営企業等は、それぞれ所管する公文

書の実情に応じた選別基準を定めることとする。
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(1) 歴史的公文書の保存

歴史的公文書は、永久保存とし、専用の書庫等において適切に管理する。

ア 選別された歴史的公文書は、分類・整理して適切な環境で保存・管理を行う。

イ 歴史的公文書の目録を整備し、検索性の向上を図る。

ウ 歴史的公文書が保存される専用書庫等については、文書主管課において適切に管理

する。

エ 専用書庫等として、既存の庁舎内に適切な場所を確保する。

(2) 歴史的公文書の利活用

市政情報コーナーと連携を図りながら、市民の利活用の促進を図る。

ア 歴史的公文書の目録の公開

歴史的公文書の文書名、作成年度、所管課などを記載した目録を市政情報コーナー

において公開することなどにより、市民等の検索性を高め、必要な情報へのアクセス

の迅速化を図る。

イ 歴史的公文書の閲覧・複写

歴史的公文書については、当分の間、情報公開制度による開示請求に基づき、閲覧

・複写を行う取扱いとする（情報公開条例で不開示とされている情報については、開

示しない。）。

なお、本市における各種計画書、報告書その他の一般に公表されていたものについ

ては、情報提供により対応するものとする。

６ 歴史的公文書の保存及び利活用
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公文書の「保存期間の見直し」「集中管理の実施」「歴史的公文書の選別、保存及び利

活用」により、公文書のライフサイクルは以下のとおりとする。

７ 今後の公文書のライフサイクル（イメージ）

保
存
期
間

年
の
公
文
書

上
記
以
外
の
公
文
書

30

1年間

保管 保存期間満了

保

存

の

要

否

検

討

執務室

(保管)
集中管理書庫

（保存）

執務室

(保管)

各課の書庫

（保存）

歴
史
的
公
文
書

専

用

書

庫

保
存
の
要
否
検
討
・
選
別

保存期間始期

(作成・取得年

度の翌4月1日)

歴史的価値

重 要 性
判明

作成
・
取得

保管 保存

30年保存に変更

歴史的公文書選別、廃棄、保存期間の延長

集中管理

保存期間の延長
集中管理書庫

（継続保存）

歴史的公文書

保
存
期
間
経
過

年
経
過

30

公

文

書

管

理

委

員

会

廃棄

保存期間の延長

廃棄

所

管

課

文

書

主

管

課

（
一
次
）

所

管

課

（
二
次
）
文

書

主

管

課
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平成２８年度末までに歴史的公文書を専用書庫に移管するなど、運用開始に向けた取組

を進めるものとする。

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

公

文

書

管

理

の

取

組

※ 市長事務部局における上記のスケジュールに準じ、行政委員会、公営企業等も取組を

進めるものとする。

８ 今後の取組スケジュール

公
文
書
管
理
検
討
委
員
会

選
別
体
制
等
準
備

書庫整備集中管理書庫・歴史的公文書専用書庫の選定

歴史的公文書選別（３０年経過文書）

文書取扱規程の改正

公文書管理委員会 ⇒ 選別基準の検証（見直し）等

市
の
取
扱
方
針
策
定

施行

文書管理システムの改修 稼働

歴
史
的
公
文
書
移
管
・
集
中
管
理
実
施改組


